
第 6回定例市長記者会見資料 

（平成 27 年 9 月 8日） 

●平成27年国勢調査の実施について 
 

10月1日を調査期日として、平成27年国勢調査が全国一斉に実施されます。 

国勢調査は、5年に1度、わが国の人口・世帯の実態を把握し、各種行政施策の基礎資料とす

ることなどを目的として実施する国の最も基本的な統計調査です。 

札幌市においては、現在、人口が増加しているものの、近い将来、減少に転じることが見込

まれており、人口および世帯の構造を明らかにする国勢調査は、今後のまちづくりにとって極

めて重要な調査です。 

札幌市では、市民の皆さまに国勢調査の重要性をご理解いただき、調査の実施および回答に

協力していただきたいと考えています。 

１ 調査対象 

  国内の全世帯が対象。本市では約94万世帯・約195万人が対象となる見込み。 
 

２ 今回の調査の主な特徴 

(1) パソコンやスマートフォン(スマホ)を用いたインターネット回答が今回から可能となった。 

(2) 従来の紙の調査票の配布に先行して、インターネット回答の関係書類を各世帯に配布し、

インターネットの回答期間を先に設定する「オンライン調査先行方式」が取られている。 
 

３ 調査スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
４ インターネット回答について 

 (1) メリット 

① 世帯にとっては、いつでも回答可能で利便性が向上する。また、インターネットで回 

 答した世帯は回答した時点で調査終了となり、従前のように調査員と調査票回収の日程 

調整をし、調査員の訪問を待つ必要がないなど、負担の軽減が図られている。 

  ② インターネットで回答した世帯に対しては、その後、調査員が訪問する必要がなくな

り、負担が軽減される。 

  ③ 回収後のデータ集計が迅速かつ正確に行える。 

 ※ 国が、24時間の人員配置および複数の装置によるセキュリティ対応により、不正アクセスなどの監視を

行っており、回答データは厳重に守られる。 

(2) 回答の手順 

  ① 国勢調査オンライン窓口（http://www.e-kokusei.go.jp/）にアクセス。 

  ② アクセス後、以下の画面が表示される。 
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  【パソコンの場合】            【スマートフォンの場合】    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ③ 「インターネット回答の利用者情報」（調査員が配布する封筒に入っている書類）に

記載されているIDとパスワードを入力してログイン。 

  ④ ログイン後は画面に表示される案内に沿って回答内容を入力し、データを送信して

完了。 

  ※ 所要時間の目安：単身の世帯⇒10分程度、4人の世帯⇒20分程度 

(3) インターネット回答の推進 

国、北海道、本市ではインターネットによる回答を推進しており、本市では、インタ 

ーネット回答推進の独自の取り組みを実施する。 

① 国勢調査クイズの実施 

    「国勢調査のインターネット回答のお願い」（上記封筒に入っている書類）にクイズ

を記載。抽選で201人に折りたたみ自転車やさっぽろまちづくりパートナー企業からの

協賛品などが当たる。応募する場合は、10月7日（当日消印有効）までに、はがきにク

イズの答えや郵便番号、住所、氏名等の必要事項を記入の上、政策企画部企画課統計

調査係（〒060-8611 中央区北1条西2丁目 市本庁舎10階）に郵送、または市公式ホ

ームページ「さっぽろ統計情報」（http://www.city.sapporo.jp/toukei/）のメールフ

ォームから送信。 

   ② 各区役所等でインターネット回答ができるパソコンを設置 

    設置期間：9月10日～18日(土日を除く) 午前9時～午後5時 

   ※ 回答には「インターネット回答の利用者情報」と「身分証明書」を持参する必要がある。 

５ 速報集計結果の公表 

  平成28年2月ごろに、「人口速報集計」による全国・都道府県・市区町村別人口、世帯数

を公表する予定。 

※ 札幌市では、今回の国勢調査においてインターネット回答を推進しており、市民の皆さ

まのご協力を得るとともに、国勢調査の重要性をご理解いただきたいと考えております。

報道機関の皆さまには、周知についてご協力をよろしくお願いします。 

 

 問い合わせ先 

市長政策室政策企画部企画課 金子・梶野・高椿(電話：211-2267)


